
 

地球温暖化対策セミナー 
『わたしたちができる気候変動対策』 

 

主催：一般財団法人鹿児島県環境技術協会 鹿児島県地球温暖化防止活動推進センター 
共催：鹿児島県   後援：鹿児島市  

★日 時：令和 2 年 12 月 11 日（金）13：30～16：05 

★場 所：かごしま県民交流センター3 階 大研修室 1（鹿児島市山下町 14-50） 
 

日常生活や事業活動から排出される二酸化炭素などの温室効果ガスが原因で、地

球温暖化が進んでいます。今、私たち一人ひとりは、積極的に環境への取組を行う

必要があり、地域や企業においても環境への取組が求められています。 

 企業の皆様はもちろん県民の皆様も、本セミナーを通して地球温暖化問題を考え

る機会としてぜひご参加ください。 
 

 

≪セミナー内容≫ 
 
13：30～ 開会挨拶 

 

13：35～ 講 演 
『気候変動影響の現状と地域ができる適応について』 

九州地方環境事務所 環境対策課 課長 泉 勇気 様 
 

14：40～ 情報提供 

       「鹿児島県気候変動適応センターの役割と今後について」 
   鹿児島県気候変動適応センター 副センター長 吉田 健一 様 

 

15：15～ 情報提供 
       「ゼロカーボンシティかごしまについて」 

 鹿児島市環境政策課 主査 森 智美 様 
 

15：50～ エコアクション 21、かごしまエコファンド、J-クレジット制度について 
 

16：05  閉会、アンケート記入 
 

【定  員】50名（※定員になり次第締め切りますので、予めご了承ください）  

【募集方法】裏面の申込用紙に必要事項を記入し、ＦＡＸ又は郵送又はメールにてお申し込みください。  

【会場のご案内】  

   

  

 本セミナーに伴い発生する温室効

果ガスの一部については、県内の

森林整備による吸収量（かごしま

エコファンド）を購入し、カーボ

ン・オフセットしています。 

【お申し込み・お問い合わせ先】 
  〒891-0132 鹿児島市七ツ島 1 丁目１－５ 
  一般財団法人鹿児島県環境技術協会 

  鹿児島県地球温暖化防止活動推進センター  
   電  話 ０９９－２８４－６０１３ 

   Ｆ Ａ Ｘ ０９９－２８４－６２５７（土日祝休） 
   Ｅメール co2@kagoshima-env.or.jp 

   担  当 田中（たなか）・ 畑鳥（はたとり） 

 

参加費 

●交通アクセス 

・市電「水族館口電停」下車  徒歩４分 

・ＪＲ「鹿児島駅」下車  徒歩 10 分 

・バス「水族館口」下車  徒歩５分 

●駐車場（地下 1・２階） 

駐車券は会場へ直接お持ち下さい。 

地球環境保護のため、できるだけ 

公共交通機関をご利用ください。 

STOP！ 

温暖化 

どなたでも 

お気軽にどうぞ 



ＦＡＸは、このまま０９９－２８４－６２５７へ 

メールは、co2@kagoshima-env.or.jp へ 

〈以下の項目をご記入の上、このままＦＡＸいただくか、封書・メールにて送付してください> 

 ※個人情報について：募集で得られた個人情報は、法律に基づく命令などを除いて、本事業に関する範囲外に利用・提供は致しません。 

 

 

 

 

 

 

 

【お申し込み・お問い合わせ先】 

〒891-0132 鹿児島市七ツ島 1 丁目１－５ 

一般財団法人鹿児島県環境技術協会 鹿児島県地球温暖化防止活動推進センター  

電話 ０９９－２８４－６０１３   ＦＡＸ ０９９－２８４－６２５７ （土日祝休） 

Ｅメール co2@kagoshima-env.or.jp   担当 田中（たなか）・ 畑鳥（はたとり） 

参 加 者 氏 名 

フリガナ 

 

住   所 
（〒   -    ）鹿児島県 

電 話 番 号   ＦＡＸ  

E-mail アドレス 

※お持ちの方はご記入ください。 

※ひと文字ずつはっきりとご記入をお願い致します。 

◆ 事業所の方は下記欄もご記入ください。◆  

事 業 所 名 
フリガナ 

 

業 種 分 類 

□製造業 □建設業 □運送業 □卸売業 □小売業 □飲食業 

□金融・保険業 □サービス業 □農林水産業 

□その他（      ） 

同 行 者 名 １ 

フリガナ 

 

同 行 者 名 ２ 

フリガナ 

 

【新型コロナウィルス感染症対策について】 

※講師、スタッフのマスク等の着用や適宜換気の実施などの新型コロナウィルス感染拡大予

防対策を十分に行ったうえで開催いたします。 

※国や県の方針により中止せざるを得ない場合や、感染拡大などの状況においては、急な日

程変更や中止の判断をする場合があります。 


